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要旨 

太陽光発電の事業環境は、固定価格買取制度(FIT)のもとで大きく変化し続けている。このよう

な市場環境の変化が太陽光発電に関わる事業者に与える影響について把握することは、FIT の政

策評価および政策のあり方を考えるうえで重要な基礎情報となりうる。そこで、当財団は、2013

年度に引き続き、太陽光発電の販売・施工・発電事業を行う企業等に対してアンケート調査を実

施し、太陽光発電事業者の事業環境・太陽光発電のコストを把握・分析した。アンケートは 2014

年 10 月下旬から実施し、11 月中旬にかけてアンケートを回収した。有効回答件数は 125 件で、

全送付数 888 件に対して回答率は 14％となった。 

<結果> 

（１）（１）（１）（１）    買取制度下における市場買取制度下における市場買取制度下における市場買取制度下における市場環境環境環境環境    

FIT 導入後の太陽光発電市場の変化として、①同業他社間での競争が活発化、②太陽光発電

に関する製品・部品の多様化、③太陽光発電の技術進歩が進み、コストが低減していることが

わかった。 

（２）（２）（２）（２）    事業進捗を妨げているのは系統接続問題事業進捗を妨げているのは系統接続問題事業進捗を妨げているのは系統接続問題事業進捗を妨げているのは系統接続問題    

設備認定から運転開始までの期間は、大規模な太陽光発電でも 2 年程度が標準であることが

わかった。他方で、事業が進捗しない案件を多数抱えている事業者もあった。事業進捗がみら

れない主な理由は、系統接続の不調（接続費用や接続工事期間・接続契約の保留など系統接続

が不調）であることがわかった。 

（３）（３）（３）（３）    政策リスクにより今後の市場展望が見通せなくなっている政策リスクにより今後の市場展望が見通せなくなっている政策リスクにより今後の市場展望が見通せなくなっている政策リスクにより今後の市場展望が見通せなくなっている    

太陽光発電関連事業者の 8 割は、今後太陽光発電市場が縮小するとみており、極めて悲観的

な市場展望を有している。こうした見方に大きな影響を与えているは、政府の自然エネルギー

に対する消極的な姿勢や対応であることが浮かび上がってきた。これらの結果から政府に求め

られることは、自然エネルギーの最大限の普及拡大を行うための中長期的な明確な目標を示し、

それを実現させるために電力会社に対しても強力なイニシアチブを発揮し、固定価格買取制度

を安定的に運用することである。 

（４）（４）（４）（４）    太陽光発電のコストは下落傾向太陽光発電のコストは下落傾向太陽光発電のコストは下落傾向太陽光発電のコストは下落傾向    

太陽光発電のシステムコストは全体的に下落傾向を示している。2013 年度上半期から 2014

年度上半期(10 月含む)にかけて、平均システム単価は、低圧設備(10~50kW)で 7%、高圧設備

(50~500kW)では 8%、高圧設備(500~2000kW)では 15%下落している。これはモジュールやパ

ワコンといった機器単価の下落が大きく影響しているとみられる。 

（５）（５）（５）（５）    コスト差はモジュールと工事費が影響コスト差はモジュールと工事費が影響コスト差はモジュールと工事費が影響コスト差はモジュールと工事費が影響    

他方で、同じ規模帯によっても、コスト低位設備とコスト高位設備とに大きなコスト差があ

る。コスト高位設備では比較的高めのモジュールを利用しており、その多くが日本メーカー製

である。工事費についても、コスト低位設備と高位設備では差が出やすい費目である。こうし

た差がでてくる要因については必ずしも明らかではないが、事業者によって施工期間に差があ

ることが影響している可能性があることがわかった。施工の技術や習熟度が工事費単価に業者

間の違いを生み出している可能性がある。  
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1 調査の目的と手法 

 

 調査の目的 

 本調査の目的は、固定価格買取制度(以下、FIT と略記する)のもとで進む太陽光発電事業者の事

業環境やコストの実態について、定量的に把握し、分析することである。太陽光発電の事業環境

は、FIT のもとで大きく変化し続けている。特に 2013 年度末には、大量の設備認定にともなっ

て、制度の運用改善が行われた。また、2014 年 9 月には、九州電力をはじめとするいくつかの電

力会社において、発電事業者からの接続要請に対し、回答保留が次々と行われるという事態に至

った。こうした事態を受けて、資源エネルギー庁では、2014 年の年末にかけて、FIT における設

備認定のあり方、価格決定のタイミングの変更、出力抑制ルールの変更などについて検討が行わ

れたところである。 

 このような市場環境の変化が太陽光発電に関わる事業者にどのような影響を与えているのかに

ついて把握することは、FIT の政策評価および政策のあり方を考えるうえで重要な基礎情報とな

りうる。そこで、当財団は、2013 年度に引き続き、太陽光発電の販売・施工・発電事業を行う企

業等に対してアンケート調査を実施し、太陽光発電事業者の事業環境・太陽光発電のコストを把

握・分析する。 

 

 調査の方法 

 本アンケート調査の対象は、太陽光発電の発電事業者、販売・施工会社、およびシステムイン

テグレーターである。対象の選定方法は、太陽光発電の販売・施工会社については株式会社帝国

データバンクのデータベースより、該当企業のうち売上高上位の会社 800 社を抽出した。また、

システムインテグレーターについては、株式会社資源総合システム(2013)の「国内の主なシステ

ムインテグレーター」に記載されてある企業すべてを対象とした
1
。 

こうした手法により、抽出した事業者に対してアンケートを送付した。アンケート送付総数は、

888 通である。アンケートは、2014 年 10 月下旬から実施し、11 月中旬にかけてアンケートを回

収した。有効回答件数は 125 件で、回答率は 14％となった。回答率は昨年度に比べて 10 ポイン

ト低下しているが、これは、アンケートの回答期間が今回は実質 2 週間と設定したことによるも

のと考えられる。 

表１ アンケート調査概要 

調査対象 全国の太陽光発電の発電事業会社、販売・施工会社、システムインテ

グレーター 

調査期間 2014 年 10 月 29 日～11 月 12 日 

調査方法 郵送(一部メール送付）によるアンケート調査 

回答／送付件数 125 件／888 件（回答率：14%） 

  

                                                   
1 株式会社資源総合システム(2013)『太陽光発電マーケット 2013~市場レビュー・ビジネスモデ

ル分析・将来見通し～』 



3 

 

 

2 太陽光発電事業の現状と課題 

 

太陽光発電に関する業務種類について 

回答者の業務について図１に示す。もっとも多かったのは、太陽光発電システムの販売・施工

を行っている企業であり、回答者数 125 社のうち 78 社にのぼる(回答者数の 62％)。次に多かっ

たのは発電事業を行っている企業で回答者数の 30％を占める。システムインテグレーターは、回

答者数の 13％であった。なお、発電事業も販売・施工も行う企業など複数の業務を行っている企

業もある。発電事業、販売・施工、システムインテグレーターのすべてを行う企業は回答者数の

うち 6 社であった(回答者数の 5％)。 

 

図 1 回答者の属性 

 

 

事業規模について(問１および問２) 

回答企業の事業規模を把握するため、これまで取得あるいは取得代行を行ってきた設備認定の

総容量について聞くとともに、当該認定容量のうち、すでに運転開始をした設備容量について聞

いた。有効回答数 111 の総認定設備容量は 220.0 万 kW であった(図２)。そのうち、2012 年度か

ら 2014 年度までに運転を開始した設備容量は合計で 75.3 万 kW となった。このことから、本ア

ンケートの回答者においては、認定容量の 34％がすでに運転開始していることがわかった。運転

開始していないものは設備認定容量の 66%にあたる。 

これは資源エネルギー庁が公表しているデータよりも高い値となっている。資源エネルギー庁

のデータでは、2014 年 8 月末時点における太陽光の設備認定量は、6942 万 kW であるのに対し

て、運転開始容量は 1233 万 kW である。つまり、認定容量のうち 18％が運転を開始している。

ここから本アンケート調査は全体よりも比較的運転開始が進んでいる事業者の調査結果である可

能性がある。 
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図 2 回答者の開発事業規模 

 

 

設備認定から運転開始までの平均期間(問３) 

設備認定を受けてから発電所の運転開始をおこなうまでの平均的な期間について設備の規模別

に聞いた。その結果、図 3 で示したように規模によって設備認定取得から運転開始までの期間が

異なることがわかった。 

10kW 以上 50kW 未満の低圧の太陽光発電の場合、そのほとんどが認定取得後 6 か月以内に運

転開始をしていることがわかった。また、2000kW 未満の高圧の発電所については 1 年以内にほ

ぼ運転開始までに至っていることがわかった。2000kW 以上の特別高圧の設備についてはサンプ

ル数が少ないものの 1 年から 2 年以内の稼働が平均的であることがわかった。 

 

 

図 3 回答者の設置・建設・計画状況 
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進捗しない案件の割合(問４) 

なんからの理由で、事業が進捗していない案件が設備認定量に占める割合(以下、未進捗率と呼

ぶ)をきいた。その結果、未進捗率が 0～25％であると答えた事業者が 88 社(回答者数の 77％)で

ありもっとも多かった。未進捗率が25～50％と答えた事業者は17社(回答者数の15％)であった。

これらを合わせると 92％の事業者が進捗していない事業案件は 50％未満であることがわかった。

他方、未進捗率が 75％を超える事業者もわずかであるが存在する。 

 

図 4 未進捗率別の事業者数の割合 

 

進捗しない案件を多く抱えている事業者の特徴として、認定容量が大きいことが挙げられる。

これまでの総認定容量が 5 万 kW 未満の事業者の場合、未進捗率が 16％以下であるのに対して、

5 万 kW 以上の設備認定量を保有している事業者になると 40％以上に急上昇している。 

 

 

図 5 認定容量別の平均未進捗率 
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進捗しない理由について(問５) 

問４で進捗しない案件がある場合、その理由を複数回答でたずねた。その結果、もっとも多か

った理由は、系統接続の不調（接続費用や接続工事期間・接続契約の保留など系統接続が不調）

によるもので、回答数 72 社のうち 44 社：61％であった(図６)。次に多かったのは、資金調達の

不調や土地の確保の不調であり、20 社程度であった。このほか経済的に事業性の確保が難しいと

の回答も 11 社からあった。経済性の確保や土地、資金調達等による進捗の遅れ等は、事業経験を

経ることによって改善しうる可能性があるが、系統接続の不調による進捗の遅れは、今後改善し

うるかどうかは未知数である。 

 

図 6 進捗しない理由 

 

 

FIT 導入後の市場環境の変化について(問６） 

FIT は、固定価格での長期買取を保証するため、事業者間の競争を引き起こさず、技術の進歩

やコストの低減に寄与しないのではないか、との懸念が示されることがしばしばある。そこで、

FIT 導入後、実際に太陽光発電業界にどのような変化が起きているか、以下の 5 つの点について

聞いた。各設問について、[①そう思う ②どちらかと言えばそう思う ③どちらかと言えばそう

思わない ④全くそう思わない ⑤わからない]の 5 つの中から単一回答を得た。 

 

1) 同業他社との競争が活発化したかどうか 

2) メーカー・部材の選択肢が多様化したかどうか 

3) 製品・工法等の技術がさらに進んだかどうか 

4) コスト低減がさらに進んだかどうか 

5) 資金調達がしやすくなったかどうか 
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図７ FIT の太陽光発電市場への影響 

 

 91％の回答者が、FIT 導入後、同業他社との

競争が活発化しているとしている。合わせてメ

ーカーや部材の選択肢の多様化や、技術進歩に

対しても、肯定的な認識が極めて多い。 

コストの低減に対する認識については、上記

３項目に比べてやや低いものの、87％の回答で

コスト低減が起こっているととらえられてい

る。 

他方で、資金調達については 63％の回答者が

改善していると答えているが、そう思わない層

も 20％近くおり、事業資金の調達の改善は広く

波及しているとはいえない。 
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今後の事業見通し（問７） 

 次に、今後 3 年間の事業見通しについて聞いたところ、もっとも多かった回答は、「大きく縮小

する」が 46％、続いて「やや縮小する」が 32％であった(図８)。これらを合わせると 78％の回

答者が、太陽光発電市場が今後 3 年間で縮小していくと答えている。この結果から、太陽光発電

に携わる事業者の間で、今後の市場に対して極めて悲観的な見通しが広がっていることがわかっ

た。 

 

 

図 8 今後 3 年間の事業見通しについて 

 

 この傾向は、2013 年度調査から大きな変化を示している(図９)。2013 年度調査では、今後 3

年間太陽光発電事業は拡大していく、ととらえていた回答者が 46％いたのに対して、14 年度調

査では、9％に激減した。逆に、縮小すると答えた回答者が激増していることがわかった。わずか

1 年で事業見通しが大きく変わっていることが明らかである。 

 

 

図 9 今後 3 年間の事業見通しについての 2013 年度調査との比較 
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太陽光発電事業の問題点・リスクの認識（問８） 

 太陽光発電事業実施上の問題点・リスクについて聞いたところ、買取価格の見通しがないこと

(95 件：回答総数の 77％)、政府の導入目標が不透明なこと(80 件：回答総数の 65％) 、系統連系

の確保 (76 件:回答件数の 62％)が、事業を行う上での課題、あるいはリスクになると広くとらえ

られていることがわかった。これら 3 つの要素は、まさに国の政策によるものであり、政策の方

向性や制度のあり方がリスクとして幅広く認識されていることがわかる。 

 

図 10 太陽光発電実施上の問題点・リスク(複数回答) 

 

 次に、昨年度の回答傾向と今年度の傾向とを比較する。昨年度と比べても、政府の導入目標、

買取価格の見通し、系統連系の確保という政策・制度に関わるリスク、すなわち「政策リスク」

に対する認識が急速に高まっていることがわかる。これに対して、部材の調達リスクや資金調達

といった発電所の建設に関わる問題(市場リスク)については、リスク認識は減少している。その一

方で、メンテナンス手法やその体制の整備についての問題認識が高まっていることがわかる。こ

のことから、発電所の建設に関するリスクや問題点といった市場リスクは緩和しつつあるものの、

政策リスクについての問題意識、発電所の運営・維持について問題意識へ遷移が読み取れる。 

 

図 11 事業課題・リスクの認識の変化(2013 年度調査との比較) 
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６か月以内に設備と土地の確保について確認書類の提出義務への対応（問９） 

 2014 年度からの設備認定申請分については、50kW 以上の太陽光発電設備について、6か月以内

に設備と土地の一定の確保を義務付けることが定められた

2

。仮にこの確保ができなければ認定は

取消とされる。この新たな認定運用ルールについて、事業者側で対応状況について聞いた。その

結果、約 6割の事業者が対応可能としている一方で、3～4 割程度の事業者では多少困難な案件が

あるとの回答が得られた。対応困難な案件があるとの回答は 1 割程度にとどまった。 

 

 

図 12 6 か月以内に土地と設備の確認書類の提出について 

 

太陽電池モジュールの仕入先（問 10） 

 太陽電池モジュールの仕入先について複数回答で聞いたところ、もっとも多かったのは、メー

カーからの直接仕入れである（回答者 117 の 67％）。次に回答者の 47％は、その他商社からも仕

入れている。また、メーカーの販売専門の子会社(メーカー販社)から仕入れている企業は、回答者

の 21％であった。このことから、販売・施工会社は、メーカーから直接仕入れているのが主流で

あるものの、メーカー販社からの仕入れやその他商社からの仕入れも相当数存在することがわか

った。 

 

図 13 太陽電池モジュールの仕入先 

                                                   
2 資源エネルギー庁 (2014) 「平成 26 年度の認定運用を変更します」 

0 20 40 60 80 100

メーカー直接仕入

メーカー販社

その他商社

その他

回答数
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太陽光発電システムの施工期間および人日(問 11) 

 太陽光発電システムの規模別に施工期間を聞いたところ、規模によって明らかな違いがみられ

た。10kW のシステムでは施工期間がほぼ 5 日以内となっている。50kW 設備では速いところで

は 5 日以内で工事完了をする事業者も 11 社あったが、多くは 11 日～30 日以内の工事であること

がわかった。500kW、1000kW 規模になると、2 か月から 4 か月程度が標準的工期である。大規

模な太陽光発電でも工事自体が半年以上かかることはまれであることがわかる。 

 

図 14 システム規模別の施工期間 

 

 施工期間に加えて、工事にかかる労働人員についても聞いたところ、規模に応じて増加してい

ることがわかった。しかし、1kW あたりの工事労働人員について算出したところ、10kW および

50kW では平均 1.2 人日であるのに対して、2000kW のシステムでは平均 0.75 人日となり、規模

が大きくなるほど単位あたりの工事人員が少なくなる傾向にあることがわかった。 

 

 

図 15 システムの規模別の工事人日の平均値 
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フィールド設置の場合に主に用いられている工法(問 12) 

 FIT が始まって、それまで住宅用中心であった太陽光発電市場が広がり、土地に直接設置する

形態(フィールド設置型)の太陽光発電システムが増えるようになった。今回のアンケート調査では、

主に採用されている工法は、コンクリート基礎工法で、回答者(111 社)のうち 55％(74 社)が採用

していると回答している。次に多いのが杭工法であり、回答企業の 39％(52 社)が採用している。

これは地面に直接杭を打ち込みシステムを固定する方法である。これらのうち 20 社は、コンクリ

ート基礎工法及び杭工法を用途によって使い分けると答えており、上記数字に重複している。 

その他の工法を採用している販売・施工会社も 8 社(回答者の 6％)あった。これらの企業が採用

している工法について、具体的に記載されているものについて見ると、ルートベース方式、架台

基礎一体方式など独自の工法などが採用されている。 

  

 

図 16 フィールド設置型において採用されている工法 
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3 系統連系に関する諸課題 

 

 

電力 5社による系統接続回答保留の影響（問 13） 

2014 年 9 月下旬、九州電力を皮切りに、東北電力、四国電力、北海道電力、沖縄電力の 5 社は、

自然エネルギー電源からの系統連系の申込みに対して回答を保留した。これが、各太陽光発電事

業者に与えている影響について聞いたところ、24％の事業者が深刻な影響を受けたと回答してい

る(図 17)。ある程度の影響を受けたという事業者を含めると 56％の事業者に影響を与えている。

また、影響を受けた設備容量についても聞いたところ、影響を受けた設備容量は合計で 7 万 kW

になった。 

 

図 17 電力会社による接続回答保留の影響 

 

 

 また具体的に受けた影響について聞いたところ、大きく分けて 3 つの影響に区分されることが

分かった。第一に、接続回答保留によって、顧客と進めていた事業案件が中止されたり、停止・

延期を余儀なくされるといった直接的な影響がある。これがもっとも大きな影響である。第二に、

太陽光発電を設置しても、発電した電気を買ってもらえなくなるのではないか、という不安を一

般の人々に与えており、それによって、太陽光発電の営業や販売に大きな悪影響を与えている。

これは、今回接続回答保留を行った電力会社管内にとどまらず、他の電力会社の顧客にもそれら

の影響を与えていることがわかった。上記の第一、第二の影響によって、第三に、今後の事業計

画そのものが立てられなくなっている。これは、現行では接続回答保留に至っていない管内でも

今後同様の状況が発生しうると考える事業者も出てきている。 
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図 18 接続回答保留に伴う具体的な影響 

 

 

接続回答保留に対する電力会社の対応について(問 14) 

接続回答保留に対する電力会社からの情報公開が十分かどうかを聞いたところ、回答者の 37％

が不十分と答え、どちらかというと不十分を合わせると 73％が答えた(図 19)。さらに、問 13 で

接続回答保留に伴う影響を受けたと答えた回答者に限定したところ、不十分と答えた回答者は

46％、どちらかというと不十分も含めて 87％の事業者が不十分と答えている(図 20)。 

 

 

  

図 19 接続回答保留に対する電力会社らの情

報公開について 

図 20 接続回答保留に対する電力会社らの情

報公開について(影響があった回答者のみ) 
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接続工事負担金について(問 15) 

電力会社への接続回答保留のみならず、接続が可能と回答されている案件についても、極めて

高額な接続にかかる接続工事負担金が請求されるケースがあるといわれている。そこで、今回、

具体的にどのような請求案件があるかについて聞いた。規模別に報告されたものを整理すると、

高圧 500kW 以上から 2000kW 未満の設備において、高額な接続工事負担金を請求されているケ

ースが多い。最大の請求金額は 1000kW の太陽光発電の接続要求について、10 億円の接続工事負

担金が請求されている。これは 1kW あたりのコストは 100 万円にも上ることになる。これより

も小規模な太陽光発電に対しても高額請求される事例があり、50kW 以上 500kW 未満では、

150kW の設備の接続請求に対して 1 億円の負担金請求があったという報告があった。 

 

表 2 接続工事負担金の高額請求事例 

 

 

  

 

  

規模区分(kW) 報告件数 負担⾦額最⾼
額(万円)

連系工事期間
最大期間(月)

kW負担⾦単価最
大値(万円/kW)

低圧 10kW以上50kW未満 6 900 6 70
⾼圧 50kW以上500kW未満 11 10,000 20 67
⾼圧 500kW以上2000kW未満 19 100,000 24 100
特別⾼圧 2000kW以上 3 24,500 36 12
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4 太陽光発電のコスト 

 

 FIT 導入後の太陽光発電のコストの変化や内訳を明らかにするため、導入規模、場所、時期、

コスト内訳について聞いた。回答事業者数は、91 社であり、有効コストデータ件数は 195 である。

データの件数で見ると、2013 年度上半期（4 月～9 月）に運転開始をした設備のデータは 25 件、

13 年度下半期（10 月～翌年 3 月）までのデータが 58 件、2014 年度 4 月から 10 月までのデータ

が 92 件あった。 

規模別にみると、10kW 以上 50ｋW 未満の低圧設備がもっとも多く 98 件、50kW 以上 500kW

未満のデータが 53 件と続いている。他方、2000kW 以上の設備のデータは 6 件と少なかった。 

 

表 3 データ件数 

  2013 年度 2014 年度 

合計 上半期 下半期 4~10 月 

10kW 未満  14 2 2 3 

10kW 以上 50kW 未満 98 14 27 47 

50kW 以上 500kW 未満 53 6 16 28 

500kW 以上 2000kW 未満 24 2 10 12 

2000kW 以上  6 1 3 2 

合計 195 25 58 92 

注：運転開始年数を記載していないデータ等もあり、合計値が整合しないものもある。 

 

システムコストの定義 

 ここでシステムコストとは、太陽電池モジュール、パワーコンディショナ（以下、パワコンと

略記）、架台、接続箱ケーブル等のハードウェアにかかる費用に加えて、発電所建設のための造成

費・工事費、電力会社への接続工事負担金、発電所の設計費、販売施工会社の利益も含んだ総コ

ストを表す。 

 

4.1 システムコストに関する分析 

平均システム単価について 

規模別の平均システム単価は、10kW 未満の太陽光発電は、43.9 万円/kW ともっとも高いのに

対して、同じ低圧でも 10kW 以上 50kW 未満の設備では 8 万円/kW 低下し、35.6 万円/kW とな

っている。もっとも平均システム単価が安価なのは、500kW 以上 2000kW 未満の大規模高圧設

備の場合である。2000kW を超えると特別高圧設備になるが、この場合やや平均システム単価が

上昇している。 
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図 21 規模別の平均システム単価 

  

システム単価の分布 

 規模別にシステム単価の分布状況を見る。500kW 以上 2000kW 未満の設備は、1kW あたり 25

万円以上 30 万円未満の設備がおよそ 5 割を占めており、ばらつきは大きくない。さらに 25 万円

未満の設備も 21％ある。50kW 以上 500kW 未満の設備は、500kW 以上の設備に比べてやや右に

ずれた分布になっており、30 万円以上 35 万円未満の設備が最も多く 42％を占める。10kW 以上

50kW 未満の低圧設備については、分布の幅がやや広がっており、ばらつきがみられる。 

 

 

図 22 規模別のシステム単価分布 
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4.2 システムコストの構造分析 

 システムコストの内訳は、全体の単

純平均ではモジュールコストがシステ

ムコスト全体の 40%を占め、最も大き

い。その他パワコン、架台といった付

属設備は全体コストのそれぞれ10%前

後を占める。また、工事費が 23%と工

事費の割合も比較的高いことがわかっ

た。電力会社に支払う系統接続に関す

る費用は２%と全体のシステムコスト

の中で占める割合は大きくない。         図 23 システムコスト内訳 

 

 

規模別コスト内訳 

 規模別にシステムコストの内訳を見ると、1kW あたりのモジュールコストは、規模が大きくな

るほど小さくなる傾向にある。10kW未満の設備ではモジュールコストは16.5万円/kWに対して、

2000kW 以上の設備では 10.9 万円/kW と 5.4 万円/kW の差がみられる。パワコンについては、

500kW 未満の設備では規模が大きくなるほど高くなり、500kW 以上になると規模が大きくなる

ほど安くなる傾向にある。架台については規模による差は見られない。工事費単価については、

10kW 未満の設備を除くと規模が大きくなるほど上昇する傾向にある。工事費単価は 2000kW 以

上で最も高く 12.4 万円/kW であるのに対して、10~50kW 未満で 7.3 万円/kW と約 5 万円の差が

生じている。接続費およびその他費用は、規模が大きくなれば単価が下がる一貫した傾向がみら

れる。 

 

 

図 24 規模別のシステムコスト内訳 
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設置場所別のコスト内訳 

 設置場所によって同じ規模の設備でもコスト構造に差がでているかどうかを見るため、屋根に

設置された設備と地上に設置された設備とのコスト内訳の比較を示す。モジュールコスト、パワ

コン、接続費については設置場所によって大きな差は見られなかった。 

 屋根設置及び地上設置でコストの差がみられるのは、架台と工事費である。架台においては屋

根に設置される設備のほうが、架台単価は 1 万円/kW 安い。工事費についても、屋根設置のほう

が、工事費単価が安いことがわかった。高圧設備では 0.5 万円/kW 安く、低圧設備の場合 3.1 万

円/kW も単価の差がみられる。概して屋根に設置する場合のほうが設備規模は小さくなる傾向に

あり、かつ高所での作業となるため、工事費単価が高くなるものと思われがちであるが、実態と

しては屋根設置のほうが安くなっていることがわかった。 

 

図 25 設置場所及び規模別のコスト内訳 

 

4.3 運転稼働時期によるコストの変化 

各規模別に運転開始時期によってコストがどう変化しているかを見ると、2013 年度上半期に比

べて 2013年度下半期および 2014年度において大幅にコストが低下しているのがわかる。ただし、

500kW未満の設備については、2014年度は13年度下半期に比べて若干のコスト上昇がみられる。  

 

図 26 運転開始時期別の平均システム単価 
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なお、本データの信頼性について検証するため、2013 年度上半期のデータについて、資源エネ

ルギー庁が 2014 年の調達価格等算定委員会で公表した数値と今回の調査データ(財団 14 年度調

査)および昨年度財団が調査したデータ(財団 13 年度調査)とを比較した。その結果、資源エネルギ

ー庁の財団の調査データと大きなずれがないことが確かめられた。 

 

 

図 27 資源エネルギー庁データとの比較 

出典：資源エネルギー庁のデータは、資源エネルギー庁 (2014)「最近の太陽光発電市場の動向及び前回

のご指摘事項について」第 13 回調達価格等算定委員会：資料２より作成。 

注：資源エネルギー庁データは、500kW 以上 2000kW 未満という区分がないため、500kW 以上 1000kW

未満のデータを採用している。 

 

 次に、費目別にコスト変化を見たものが図 28 である。モジュール単価、パワコン単価はどの規

模帯においても単価が下落している。しかし、工事費単価については、高圧設備では下落してい

るものの、低圧設備ではやや上昇している。架台単価については、低圧設備では横ばいであるの

に対して、高圧設備では大きく上昇している。 

高圧設備において架台単価が上がっている要因について明確ではないが、過積載の影響が考え

られる。資源エネルギー庁(2015)によると、500kW 以上の設備では約 10％程度、パワコンの発

電容量よりもモジュール出力が大きい状態になっている
3
。これは、システム出力として記載され

ている発電容量よりも大きな容量のモジュールが設置されているということを意味する。この場

合、モジュールの積載数は多くなるので、より多くの架台が必要になる。このため、架台単価が

上昇した可能性がある。しかし、過積載であれば、モジュール単価および工事費も高くなるはず

である。しかし本調査では、逆に安くなっている。可能性としては、過積載によるコスト増以上

にモジュール単価の下落がおこり、工事の効率化が行われていることもある。しかし、本調査で

はこれ以上の要因について分析はできない。 

  

                                                   
3 資源エネルギー庁 (2015) 「前回のご指摘事項について」第 17 回調達価格等算定委員会 
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(a) モジュール単価 

 

(b) 工事費単価 

 

(c) パワコン単価 

 

(d) 架台単価 

図 28 年度別コストの変化 

 

 

4.4 コスト低位設備とコスト高位設備との比較 

 一般的に、日本の太陽光発電のシステム単価は諸外国に比べて高価であるといわれている。し

かし、図 22 のシステム単価分布で示したように、低コストで設置されている設備も見られる。そ

こで、コストの安いものから高いものまでを 3 つの区分に分けて、コストの安い設備の区分を「コ

スト低位」設備とし、コストの高い設備の区分を「コスト高位」設備と呼ぶ。 
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この分類に基づいて、コスト低位設備とコスト高位設備との平均値を取ったものが図 29 である。

なお、参考数値として中央値も示している。その結果、コスト低位設備は、いずれの規模におい

ても 30 万円/kW 未満のコストレベルを実現していることがわかった。このレベルまで至ると、

買取価格（税抜）が 25 円から 27 円/kWh であっても内部収益率 6％を確保できると考えられる。 

 

図 29 コスト低位設備とコスト高位設備の平均システムコスト 

 

 次に、コスト低位設備とコスト高位設備とのコスト差は何に起因しているのかを明らかにする。

コスト低位設備、中央値、高位設備とのコスト内訳を規模区分別に示したものが図 30(a)~(c)であ

る。(a)10kW 以上 50kW 未満の設備では、コスト低位設備と高位設備とでは、モジュール、架台、

工事費の平均単価が 1kW あたり 2.0 万円から 3.5 万円異なっている。特にモジュール単価で大き

な差がみられ、コスト低位設備は安価なモジュールを利用していることがわかる。 

 (b)50kW 以上 500kW 未満の設備においては、コスト低位設備と高位設備とでは、モジュール

および工事費で大きな差がみられた。特に工事費単価が大きく異なり 4.2 万円/kW の差となって

いる。モジュール単価も 3.5 万円/kW の差がある。 

（c）500kW 以上 2000kW 未満の設備においては、コスト低位設備と高位設備とでは、架台、モ

ジュール、工事費で差がみられた。架台においては 3.0 万円/kW もの差が存在している。架台、

モジュール、工事費の差は、モジュールの過積載の影響も考えられる。 
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(a) 10kW 以上 50kW 未満の設備 

 

(b) 50kW 以上 500kW 未満の設備 

 

(c) 500kW 以上 2000kW 未満の設備 

図 30 コスト低位設備とコスト高位設備とのコスト内訳 
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4.5 モジュールコストの分析 

モジュールコストは、システムコストの中に占める割合が最大であるため、非常に重要なコス

ト要素である。まず規模別にモジュール単価の分布をみると、いずれの規模区分においても、単

価の分布に広がりがある。特に 10kW 以上 50kW 未満の低圧設備の場合、モジュール単価のばら

つきが非常に大きく、10 万円/kW 未満のモジュールを使っている設備もあれば、20 万円/kW 以

上のモジュールを用いている設備も一定数ある。50kW 以上の高圧設備になるとばらつきは緩和

される傾向にあるものの、2 倍程度もの単価の違いも見られる。 

 

 

図 31 規模別の太陽電池モジュール単価の分布 

 

モジュール単価ばらつきの要因について(10kW 以上 50kW 未満の設備) 

 特に低圧設備においてモジュール単価のばらつきが大きい要因について、データから分析して

いくと、以下の点が明らかになった。第一に、2013 年度のとくに上半期には、特に高いモジュー

ルが多く採用されていた可能性がある。図 32 を見ると、13 年上半期は、多くの発電設備におい

て 20 万円/kW 以上の太陽電池モジュールが用いられてきた。13 年度下半期にはこうした設備は

減少していき、14 年度にはなくなっている。14 年度においても 16 万円以上 18 万円未満のモジ

ュールを用いている発電設備は相当数存在するものの、価格帯はやや収れんしてきている。 

第二に、こうした価格のばらつきの大きいモジュールは、日本メーカーのモジュール由来であ

る（図 33 参照）。低圧設備で採用されているモジュールを日本メーカーと海外メーカーに分けて

分類すると、海外メーカーのモジュールは 10 万円以上 12 万円未満付近に集中している。これに

対して、日本メーカーのモジュールは主に 10 万円以上から 20 万円以上まで幅広く分散している。 

 以上から、日本メーカーの価格の高いモジュールが 13年度に低圧設備で広く採用されてきたこ

とがモジュール単価のばらつきにつながっているとみられる。 
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図 32 導入時期別 10～50kW 設備のモジュール単価の分布 

 

 

 

図 33 10～50kW 設備における国内・海外メーカー別の単価分布 

 

4.6 工事費に関する分析 

工事費は、太陽光発電システムのコスト構成の中で 2 番目に大きなコスト要素である。さらに、

今回の調査では、規模が大きくなればなるほど工事費単価が上昇する傾向がみられる。規模別の

工事費単価の分布では、500kW 以上の設備のうち、工事費単価が 6 万円未満/kW の設備も 27％

あるものの、46%の設備が工事費単価は 9 万円以上 12 万円未満/kW となっている。他方で、50kW

未満の低圧設備の場合、81％が 9 万円/kW 未満の工事費で済んでおり、工事費単価が低いほうに

収れんしていることがわかる。 

500kW 以上の比較的大型の設備で工事費単価が上がる要因として、変圧設備など、設置するこ

とが求められる付帯設備が多くなることが指摘できる。また、土地の地形土地造成が発生する可

能性もある。これらが工事費単価の上昇に寄与している可能性がある。 
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図 34 規模別の工事費単価の分布 

 

次に、工事費単価の高低に与える影響について、規模とは別の視点からも見る。工事費単価に

影響を与える大きな要素の一つとして施工期間がある。一般に施工期間が長くなれば、より長い

期間、作業員を確保する必要があり、工事費に大きな影響を与えると考えられる。そのため、問

11 で聞いた施工期間が相対的に短い事業者と、長い事業者でどのように工事費単価に差異が認め

られるかどうかを見た。ここでは施工期間が短い事業者から長い事業者までを並べて、短い事業

者から 25％ずつ区切って、区分ごとの設備の平均工事単価を算出した。 

その結果、相対的に短い施工期間を答えた事業者（上位 0％~25％まで）の設備では平均工事費

単価は 5.7 万円/kW となった。その一方で、相対的に長い工期を答えている事業者（下位 75％

~100％）の設備は 9.2 万円/kW となり、3.5 万円/kW の差がみられた。事業者によって施工期間

が異なる理由は本調査からは明確ではないが、施工技術の違いや習熟の違い等が施工期間に大き

な影響を与えることが考えられる。そうであるならば、事業者の施工技術の進展や習熟を通じて、

さらなる工事費単価の下落が実現する可能性はある。 

 

 

図 35 施工期間の長短と工事費単価の関係   
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5．その他、太陽光発電普及に向けた課題、要望 

 

その他、太陽光発電の普及に向けた課題や政府への要望として多数の切実な意見が寄せられた。

回答は自由記述方式であるが、同じ趣旨の意見は集約し、趣旨を変えない範囲において文章表現

などを一部修正している。 

 

エネルギー政策全般について 

� 自然エネルギーは、環境破壊、資源枯渇の心配がなく、日本にとって必須のエネルギー資源

である。また世界に環境技術で貢献することも重要である。今まで以上に普及促進を進めて

もらいたい。 

� スタートはよかったが、この先行きはどうなるか。PV エキスポの参加者数をみれば関連会社

は相当なものである。政府も大変だろうが、せっかくここまで勢いが出てきているので、火

を消さないでほしい。当然私たち業者も知恵を出してやっていく。 

� 国の自然エネルギー普及に対する姿勢があいまいであり、事業を進める上で最大のリスクと

なっている。政府は早急に自然エネルギーのさらなる普及促進に向けた方向性を明確に示す

べきである。固定価格買取制度の政府の曖昧な対応、方向性がわからない。電力の小売り自

由化による普及への交通整理ができておらず、不安である。 

� 施工人員の確保が必要であり、長期安定的な雇用を維持していかなければならない。そのた

めには、応急措置に加えて長期安定的な政策が必要である。 

� 電力会社が買取制度に対応できておらず、とても普及を促進するという状態ではない。電力

会社の一言で事業計画が崩れるようであれば、民間は参入しない。 

� 国は、電力会社任せではなく、イニシアチブをとって普及促進を行うべきである。その際送

電網整備をはじめとして普及のための環境整備を国策として推進してもらいたい。 

� 電力側の系統容量や電力の流れの状況を詳細に開示していただきたい。電力会社により対応、

書類、仕様が異なるので、もっと平等にしてもらいたい。もっと電力会社側の対応について

協議、迅速に進めてもらいたい。 

� 2030 年までに自然エネルギーの割合を 30%にするために接続枠の拡大を望む。 

 

固定価格買取制度への意見・要望について 

� 固定価格買取制度の維持を希望する。 

� 買取区分について 

� 太陽光の買取区分：産業用の区分が 10kW 以上という区分しかないので、もう少し細か

く分けるべきである。11ｋW とメガソーラーでは設置コストは大きく変わるため。 

� 大型案件は、少数の事業者が独占しすぎている。50ｋW 未満を主とした動きになれば国

民参加が可能になる。 

� 現在の過剰設備認定について： 

� きちんと分析をしたうえで、判断の見直しに着手してもらいたい。受理ベースのものに
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つき、一括制度変更を適用するのではなく、商業ベースに乗っているものと具体性の乏

しいものとの識別を精査してもらいたい。 

� 土地所有者の許可なしに出している案件（勝手に押印した許可書）や農業振興地域で、

地域の農業委員の許可がない案件がある。これに対しては、工事着手、完了時期で価格

適用すべき。農地・農業振興地域での許可書の提示、土地所有者の実印、印鑑証明の提

出を要件とするなどの対策を講じてもらいたい。 

� 買取価格の決定時期等ルール改訂について 

� ドイツのように運転開始時に価格適用すべき。ただし、その際は買取価格の見通しを示

すべき。 

� 認定を受けてから発電開始までの期間を設定するべきである。 

� 通常の事業実施プロセスを考慮し、健全な事業者による事業実施も妨げられることがな

いよう考慮いただきたい。 

� 買取単価について 

� 太陽光事業の存続、事業の継続性を見極めるため、買取り価格の見通しを示すべきであ

る。 

� 10kW 未満の太陽光発電について 10 年後以降(買取期間終了後)の買取価格等を示してほ

しい。 

� 正確な説明や設計・施工・保守メンテ体制が必要であり、一定のコストがかかることを

検討課題にしてほしい。 

� 制度運用全般について 

� 不確定な要素や環境の中で国も対応していると思うが、持続可能な再生可能エネルギー

の発展のため、短期的な視野において条件や環境を毎年変更するのはいかがなものかと

思う。買取費用等の今後の解決等、継続的な再生可能エネルギーの拡大が図れる制度の

詳細設計を再度お願いする。 

� 遡及適用について反対：FIT 価格改定も制度の運用見直しも適用させるのは新規案件の

みにすべきである。後から事業を行うもののために当初から事業を行っているものが不

利益を被るのは経済原則から逸脱している。 

 

電力会社の接続保留問題について 

� 今回の電力会社側の接続保留の問題は寝耳に水であり、あってはならないことである。 

� 2013 年度末に申込みが殺到したようだが、その後接続回答保留発表は 7 月で、把握に 4 か月

もかかったのは理解できない。せめて、１～２か月あれば現状把握・対策できたのではない

か。 

� 回答保留されている案件では販売会社が商品代金を立て替えし、いつ設置・完成できるかも

未定で返品もできず、最悪は契約破棄など大きな問題となっている。 

� 出力抑制に関して接続可能量は系統運用方法次第で大きく変わる。このため、接続可能量を

設定する際には前提条件や系統運用の状況、各需給断面の実績データの公表など、完全に透

明性をもった形で検証すべきである。また出力抑制は電気を捨てる行為であり、上記の対策
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をとったうえでの最終手段として位置づけるべきである。 

 

送配電運用の改善 

� 系統情報の公開が必要である。 

� 送配電網等電力インフラの増強はいずれ必要であり、先送りをせず着手してほしい。 

� 系統側(変電所など)に蓄電池を国の補助で投資し、配電網内の変動を吸収する。他方で、太陽

光発電事業者への蓄電池等の保有を義務付けると莫大なコストになるので、やめていただき

たい。 

� 揚水発電の活用を行うべきである。 

 

財政支援等について 

� グリーン投資減税の継続を望む。 

� 補助金制度の復活を望む。 

� 蓄電池の低コスト化について国を挙げて進めるべきであり、蓄電池普及拡大には補助金等の

国の促進策が必要である。 

� ゼロエネルギー住宅への税制支援のアピール継続・支援の拡大を望む。 
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6．結果から得られる示唆 

 

 アンケート調査の結果をうけて、太陽光発電市場の現況とコストについて得られた示唆をまと

める。 

 

（１）（１）（１）（１）    FITFITFITFIT 下に下に下に下においておいておいておいて質的に成長する質的に成長する質的に成長する質的に成長する太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電市場市場市場市場    

問 6 の結果から、FIT がはじまって 2 年あまり経ち、太陽光発電市場は、様々な事業者の

参入を呼び込み、結果として同業他社間での競争が活発化していることがわかった。そうし

た競争環境の中で、太陽光発電に関する製品・部品の多様化や技術進歩も進んでおり、太陽

光発電のコスト低減も進んできたことがうかがえる。こうした意味で、FIT は、単に太陽光

発電市場を量的に拡大させただけでなく、製品の多様化や技術進歩を通じた質的な成長にも

寄与しているといえる。 

 

（２）（２）（２）（２）    事業進捗を妨げている事業進捗を妨げている事業進捗を妨げている事業進捗を妨げている主要因主要因主要因主要因は系統接続問題は系統接続問題は系統接続問題は系統接続問題    

設備認定から運転開始までの期間(問 3)は、メガソーラーでも 1 年程度、それよりも大きな

太陽光発電でも 2 年程度が標準であることがわかった。本データを踏まえれば、すでに FIT

開始から 2 年以上経過しているため、初期の案件はほぼ導入が完了しているはずである。 

しかし、いまだに事業が進捗しない案件を多数抱えている事業者もあることがわかった(問

４)。事業進捗がみられない主な理由は、系統接続の不調（接続費用や接続工事期間・接続契

約の保留など系統接続が不調）であるとみられる(問５)。系統接続の不調の問題は、これまで

の系統接続のプロセスや制度のあり方を見直す必要を示唆しているといえる。設備認定を取

得する前、あるいは事業計画段階で、事業者側が接続の費用や接続までの期間についての判

断できる情報があれば、こうした事態にはいたらないと考えられる。この点についてはさら

に掘り下げが必要である。 

 

（３）（３）（３）（３）    政策リスクにより政策リスクにより政策リスクにより政策リスクにより今後の市場展望今後の市場展望今後の市場展望今後の市場展望が見通せなくなっているが見通せなくなっているが見通せなくなっているが見通せなくなっている    

問 7 の結果によれば、太陽光発電関連事業者の 8 割は、今後太陽光発電市場が縮小すると

みており、極めて悲観的な市場展望を有している。これは 2013 年度に比べて大きな変化であ

る。もっとも大きな要因は、政府の自然エネルギーに対する消極的な姿勢であるとみられる(問

８)。政府が自然エネルギーの中長期的な政策展望を示さない中で、電力会社による突然の接

続回答保留を看過したことが大きな影響を与えているとみられる。自由回答欄にも記載され

ていたが、多くの事業者には政府が対応を電力会社任せにしているように映っている。 

さらに FIT の運用に対しても信頼が低下していることがうかがえる。買取価格の見通しが

ない上に、政府が毎年度、制度運用を変更することや、遡及措置さえも検討されたことが事

業者を一層不安にさせているのではないかと考えられる。 

これらの結果から政府に求められることは、自然エネルギーの最大限の普及拡大を行うた

めの中長期的な明確な目標を示し、それを実現させるために電力会社に対しても強力なイニ
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シアチブを発揮し、FIT を長期安定的に運用することである。 

 

（４）（４）（４）（４）    下落傾向下落傾向下落傾向下落傾向がつづくがつづくがつづくがつづく太陽光発電のコスト太陽光発電のコスト太陽光発電のコスト太陽光発電のコスト    

太陽光発電のシステムコストは下落傾向を示している。2013 年度上半期から 2014 年度上

半期(10 月含む)にかけて、低圧設備では 39 万/kW から 36 万円/kW へ 7%、高圧設備

(50~500kW)では 8%下落、高圧設備(500~2000kW)では 15%の単価の下落がみられた。 

システムコストの低下の要因として大きいのは、モジュールおよびパワコンといった機器

単価の下落である。工事費単価も下落しているものの、低圧設備ではやや上昇している。逆

に架台単価は上昇傾向にある。ただし、これは設備容量の過積載によるものである可能性が

ある。 

 

（５）（５）（５）（５）    事業者間の事業者間の事業者間の事業者間のコスト差はモジュールと工事費が影響コスト差はモジュールと工事費が影響コスト差はモジュールと工事費が影響コスト差はモジュールと工事費が影響    

全体的なコストの低下傾向は明確にみられる一方で、同じ規模帯によっても、コスト低位

設備とコスト高位設備とに大きなコスト差があることがわかった。特に低圧設備ではその差

が大きく、平均で 1kW あたり約 10 万円ものコスト差が存在する。この要因は、モジュール

単価、工事費、架台単価の差によるものである。 

その中でももっとも大きなコスト差がみられるのがモジュール単価であり、コスト低位設

備とコスト高位設備では約 3.5 万円/kW の差がある。コスト高位設備では比較的高めのモジ

ュールを利用しており、その多くが日本メーカー製である。低圧設備に使われている日本メ

ーカーのモジュール単価と海外メーカーのそれは、5.4 万円/kW の違いがあり、日本メーカー

のモジュール単価は海外のものに比べて約 1.5 倍高い。依然として国内メーカーと海外メーカ

ーとの価格差は大きい。 

そのほか、工事費についても、コスト低位設備と高位設備では差が出やすい費目である。

こうした差がでてくる要因については必ずしも明らかではないが、事業者によって施工期間

に差があることが影響している可能性がある。施工期間の長短によって工事費単価に差がみ

られるためである。施工の技術や習熟度が工事費単価に業者間の違いを生み出している可能

性がある。もしそうであれば、今後、施工技術や習熟が進めば、さらに工事費単価の下落が

期待できる可能性がある。 
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参考資料 調査票 
【現在の事業動向・環境についてうかがいます。】【現在の事業動向・環境についてうかがいます。】【現在の事業動向・環境についてうかがいます。】【現在の事業動向・環境についてうかがいます。】    

問１ 2012 年 7 月から 14 年 9 月末までに取得あるいは取得代行を行った設備認定の合計容量についてご記

入ください。 

   （               ）ｋW 

 

問２ 上記の認定量のうち、すでに供給開始した設備容量についてお教えください。 

2012 年度中に稼働開始 （         ）ｋW 

2013 年度中に稼働開始 （         ）ｋW 

2014 年度中に稼働開始 （         ）ｋW 

 

問３ 設備認定を受けてから発電所の供給開始を行うまでの平均的な期間平均的な期間平均的な期間平均的な期間はどの程度でしたか。 

低圧(10kW 以上 50kW 未満) （       ）か月 

高圧(50kW 以上 500kW 未満) （       ）か月 

高圧(1000kW 以上 2000kW 未満) （       ）か月 

特別高圧  （       ）か月 

 

問４ 問 1 の認定量のうち、現時点で見通しが立っていない・進捗のない案件現時点で見通しが立っていない・進捗のない案件現時点で見通しが立っていない・進捗のない案件現時点で見通しが立っていない・進捗のない案件は何％程ありますか。 

（            ）％ 

 

問５ 問４の案件について、見通しが立たない、進捗がない理由は次のうちどれに該当しますか。 

主な理由を主な理由を主な理由を主な理由をお選びください。複数回答可 

① そもそも経済的に事業性を確保するのが難しい 

② 地権者との交渉など土地の確保が不調  

③ 接続費用や接続工事期間・接続契約の保留など系統接続が不調   

④ 開発行為に関する許認可等の取得の不調    

⑤ 資金調達の不調 

⑥ その他（               ）   

 

問６ 固定価格買取制度の導入後、太陽光発電業界にどのような変化が起きましたか。 

貴社の認識に近いものを①から⑤から１つ選択ください。 

[[[[①そう思う①そう思う①そう思う①そう思う    ②どちらかと言えばそう思う②どちらかと言えばそう思う②どちらかと言えばそう思う②どちらかと言えばそう思う    ③どちらかと言えばそう思わない③どちらかと言えばそう思わない③どちらかと言えばそう思わない③どちらかと言えばそう思わない        

④全くそう思わない④全くそう思わない④全くそう思わない④全くそう思わない    ⑤わからない⑤わからない⑤わからない⑤わからない]]]] 

 

・同業他社との競争が活発化した ① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ 

・メーカー・部材の選択肢が多様化した ① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ 

・製品・工法等の技術がさらに進んだ ① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ 

・コスト低減がさらに進んだ ① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ 

・資金調達がしやすくなった ① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ 
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問７ 今後 3 年間の事業見通しについてどのように捉えておられますか。 

① さらに拡大する     ② やや拡大        ③ 同程度 

    ④ やや縮小する      ⑤ 大きく縮小する     ⑥ わからない 

 

問８ 事業環境全般において、問題点・リスクとして強く認識されている点は何ですか。複数回答可 

① 太陽光モジュール、パワコン、架台などの部材の調達リスク 

② 太陽光発電事業に関するノウハウの集積や人材不足 

③ 太陽光発電設備のメンテナンス手法の確立や体制の整備 

④ 系統連系の確保 

⑤ 農地転用規制などの土地利用に関する規制 

⑥ 資金調達 

⑦ 買取価格の見通しが無いこと 

⑧ 政府の自然エネルギー導入目標が不透明なこと 

⑨ その他（                           ） 

 

問 9 2014 年度から設備認定取得後 6 か月以内に設備と土地の確保について確認書類の提出が義務付けられ

ました。本要件への対応状況についてご記入ください。 

 

� 土地の確認書類の期限内提出 

① 難しいケースが多い   ② 難しいケースが多少ある  ③ おおむね対応可能 

� 設備の確認書類の期限内提出 

① 難しいケースが多い   ② 難しいケースが多少ある  ③ おおむね対応可能 

 

問 10 貴社で調達している太陽電池モジュールの主な仕入先をご記入ください。複数回答可 

① モジュール・メーカーから直接仕入れている（会社名：             ） 

② モジュール・メーカーの販売会社から（会社名：             ） 

③ 商社・その他販社（会社名：             ） 

④ その他（会社名：             ） 

 

問 11 以下の設備規模ごとに、設置工事にかかる標準的な施工期間標準的な施工期間標準的な施工期間標準的な施工期間等についてご記入ください。 

・10kW 施工期間（     ）日（    ）人工/日   

・50kW 施工期間（     ）日（    ）人工/日   

・500kW 施工期間（     ）日（    ）人工/日   

・1,000kW 施工期間（     ）日（    ）人工/日   

・2,000kW 施工期間（     ）日（    ）人工/日   
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問 12 フィールド設置の場合に貴社が主に採用している工法についてご記入ください。 

① コンクリート基礎工法（布基礎、ベタ基礎・置石基礎） 

② 杭工法（単管パイプ、スパイラル杭） 

③ その他（            ） 

 

【電力会社による接続保留の措置・系統連系についてうかがいます】【電力会社による接続保留の措置・系統連系についてうかがいます】【電力会社による接続保留の措置・系統連系についてうかがいます】【電力会社による接続保留の措置・系統連系についてうかがいます】    

北海道電力、沖縄電力に続き、九州電力、東北電力、四国電力で新たに接続検討・回答の一時保留が行われて

おります。こうした電力会社による接続回答の保留措置についてうかがいます。 

 

問 13 今回の電力会社による措置が貴社の事業活動にどのような影響を与えていますか。 

① 深刻な悪影響を受けている     ② ある程度影響を受けている  

③ 影響は軽微である         ④ 影響はまったく受けていない 

 

 ①、②と答えた方にうかがいます。具体的にどのような影響を受けていますか。 

【保留対象の設備容量】 KW 

【自由記入欄】 

 

 

 

問 14 接続保留の対応について、電力会社からの情報公開は十分であるとお考えですか。 

① 情報は十分に公開されている    ② どちらかというと十分である 

③ どちらかというと不十分である   ④ まったく不十分である 

 

③、④とお答えの方に伺います。どういった情報の公開を求めますか。また、系統接続に関する政府の役

割はどのようにあるべきと考えますか。 

【回答欄】 

 

 

 

問 15 近年、接続工事費負担金の上昇が懸念されております。とくに、上流系統の増強費用について請求さ

れるケースが増えております。貴社の取り扱った案件で、このようなケースはございますか。ある場

合、具体例についてご記述ください。 

事 業

規模 

kW 負担金額 万円 連 系 工 事

期間 

カ月 

【自由記入欄】 
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【コストについてうかがいます】【コストについてうかがいます】【コストについてうかがいます】【コストについてうかがいます】    

自然エネルギーの普及を効率的に進めていくためには、太陽光発電の設置コストの変化を正確に把握する必

要があります。そのためには、皆様から情報提供がとても重要になります。太陽光発電の普及のために、コス

ト情報のご提供にご協力をお願いいたします。 

 

問 16 過去 1 年間(2013 年 10 月～14 年 9 月)に稼働した太陽光発電に関する情報について、以下の表にご

記入ください。（多数ある場合は貴社の事業案件のうち、標準的なコストのものをご記載ください） 

※ご提供いただいたデータは、「データの取り扱いについての誓約データの取り扱いについての誓約データの取り扱いについての誓約データの取り扱いについての誓約」に基づき厳重に管理・使用します。 

※ご記入いただいた方には、報告書とともに、別途詳細な集計・分析結果をお送りさせていただきますので、送付先のメールアドレスメールアドレスメールアドレスメールアドレスをご記

入ください。 

 

 導入事例１ 導入事例２ 設置事例３ 設置事例４ 

設置場所(都道府県) 
    

□屋根  □地上 □屋根  □地上 □屋根  □地上 □屋根  □地上 

設備認定 

取得年度 

□2012 年度 

□2013 年度 

□2014 年度 

□2012 年度 

□2013 年度 

□2014 年度 

□2012 年度 

□2013 年度 

□2014 年度 

□2012 年度 

□2013 年度 

□2014 年度 

稼働開始年月 □2013 年  月 

□2014 年  月 

□2013 年  月 

□2014 年  月 

□2013 年  月 

□2014 年  月 

□2013 年  月 

□2014 年  月 

設備容量（kW） 
    

モジュール 

メーカー 

    

 システム総費用

*

 

(万円：税抜)    

    

モジュール 

(仕入価格) 

    

パワコン 

(仕入価格) 

    

架台(仕入価格)     

工事費     

接続費(接続工事費負

担金) 

    

****システム総費用には、その他機器費、システム設計費、営業利益等もすべて含めた値をご記入ください。システム総費用には、その他機器費、システム設計費、営業利益等もすべて含めた値をご記入ください。システム総費用には、その他機器費、システム設計費、営業利益等もすべて含めた値をご記入ください。システム総費用には、その他機器費、システム設計費、営業利益等もすべて含めた値をご記入ください。    
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【その他】【その他】【その他】【その他】    

太陽光発電普及に向けた課題、政府に対する要望等をご自由にご記入ください。太陽光発電普及に向けた課題、政府に対する要望等をご自由にご記入ください。太陽光発電普及に向けた課題、政府に対する要望等をご自由にご記入ください。太陽光発電普及に向けた課題、政府に対する要望等をご自由にご記入ください。    

    

【回答欄】 

 

 

 

 

 

    

    

【貴社について】【貴社について】【貴社について】【貴社について】    

差支えなければ、ご連絡先をご記入ください。個別名を外部に公表することはありません。 

事業形態(複数回答可) ① 発電事業    

② 販売・施工   

③ システム・インテグレーター 

ご社名  

 

ご担当者所属 

お名前 

 

 

 

電話番号  E-mail  

 

アンケートは以上でございます。アンケートは以上でございます。アンケートは以上でございます。アンケートは以上でございます。    

ご協力ありがとうございました。ご協力ありがとうございました。ご協力ありがとうございました。ご協力ありがとうございました。    

 

 

 


